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(4) 組 織 
2019年度における NISTEPの定員と組織は以下のとおりである。 
定員 44名 
(参考)                   
客員総括主任研究官      1名     
特別研究員          2名     
客員研究官         68名     






















                                   (単位：千円)     
事 項 予 算 額 備 考 
◇科学技術・学術政策研究所に必要な経費 561,893 
 
















4.社会的課題対応型科学技術に係る調査研究 49,285  
計 815,200  
 
(単位：千円)     
外 部 資 金 名 金 額 備 考 






 2001 年 科学技術政策研究所 中期計画(2001年９月策定) 
 2006 年 科学技術政策研究所 中期計画(2006年８月策定) 
 2014 年 科学技術・学術政策研究所 中期計画(2014年７月策定) 
 2016 年 科学技術・学術政策研究所 中期計画(2016年３月策定) 



































情報は 2019 年度末時点であることにご留意ください。 
 























(1) 全国イノベーション調査 2018年調査の調査結果を公表した（報告書等[2]）。 
(2) 全国イノベーション調査の調査票情報を用いた実証研究の成果を公表した（報告書等
[1,3,4]）。 







[2] 第 1研究グループ「全国イノベーション調査 2018年調査統計報告」NISTEP REPORT, No.182 
(2019.8). 
[3] 池田雄哉・伊地知寛博「企業年齢とイノベーション－成熟企業は若年企業に劣るか?－」STI 




[5] 池田雄哉・林和弘「『ナイスステップな研究者』の新たなステップ イェール大学経済学部 伊



















会 第 34回年次学術大会（2019.10.27, 東京）. 
[5] 伊地知寛博「我が国のイノベーション・システムの現況：『全国イノベーション調査』2018




























(1) 経済産業研究所とワークショップ「日本産業のイノベーション創出能力の再構築」（2019 年 9
月 17日）を共催した。 






本調査研究の成果は、DISCUSSION PAPERとして令和 2年度に公表予定である。 











発・生産活動」RIETI-NISTEP 共同ワークショップ（2019.9.17, 東京）. 
[2] 塚田尚稔＊・長岡貞男＊「Combining Knowledge and Capabilities across borders and 


































2018年度調査の結果を NISTEP REPORT No.181 (2019.5)として公表した。 
2019年度調査は3,813社を調査対象として、2019年8月に郵送法及びweb法を併用して実施し、













研究・イノベーション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.27, 東京) 
[2] 富澤宏之「民間企業の研究開発の分析からの科学技術イノベーション政策への示唆」科学技




































した後、科学技術白書検索として 2019 年 11 月 28 日に公開した。さらに、平成 30（2018）年
版と令和元（2019）年版のデータと、よく使われる語句を大きく表示する「キーワードマップ」
の機能を追加し 2020 年 3月 6日に科学技術白書検索を改訂した。 
(3) デルファイ調査検索の改訂 
2019 年 11 月 1 日に出された第 11 回デルファイ調査の結果を第 10 回までの結果に加え、デル



























































データ・情報基盤 Web サイト[産業における研究開発・イノベーションに関するデータ]の更新 
http://www.nistep.go.jp/research/scisip/rd-and-innovation-on-industry  
[1] NISTEP企業名辞書 ver.2019.2(2019.11) 
[2] NISTEP企業名辞書 ver.2020.1(2020.1) 































































































ーション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.27, 東京) 
[2] 古澤陽子＊・枝村一磨＊・吉岡（小林）徹＊・高橋真木子＊・隅藏康一＊「大学における研究推
進支援人材が外部研究資金獲得に与える影響」,DISCUSSION PAPER №179(2020.3). 
[3] 安田聡子＊・隅藏康一＊・長根（齋藤）裕美＊・富澤宏之「産学連携：中小企業と積極的に協
力する大学および連携プロジェクトの研究」日本政策金融公庫論集，第 44号（2019年 8月） 
[4] 塩谷景一＊「大学と民間企業による協働研究開発システムの実態―工学系の事例研究
―」,DISCUSSION PAPER No.177(2019.12). 
[5] 小林信一＊・赤池伸一・林隆之＊・富澤宏之・調麻佐志＊・宮林正恭＊「科学技術基本計画の変
遷と次期への展望」（富澤宏之「2.2節：日本のイノベーションシステムの課題」）,研究 技術 計












































































STI Horizon, Vol.5, No.3, 2019 
[2] 矢口雅江「オープンイノベーションプラットフォームの利用効果の検討」研究・イノベーション学会, 第









(3) 第 1調査研究グループ 
［研究課題 1］ 
博士人材の進路情報の収集に資する基盤整備 

























大学に対する JGRAD参加への呼びかけを継続して行った結果、2019 年度末の登録者数は 2万人
超となり、参加大学数も、2019 年度に新たに 2 大学の参加を得て計 49 大学となった。高等教育
局の施策である卓越大学院プログラムについて、採択大学は修了者の追跡調査のため文部科学省
及び JGRAD に協力することとされた。参加大学との連絡会を、2019 年 9 月と 2020 年 3 月に開催し、









 [1] 三木清香「博士人材データベース(JGRAD)を用いたキャリアパス等 に 関 す る 意 識 調 査 
-JGRAD アンケート 2018結果報告-」調査資料-281(2019.5) 
 [2] 松澤孝明「博士課程在籍者のキャリアパス意識調査：移転可能スキルへの関心と博士留学





















































等を把握することを目的に、平成 26 年（2014 年）から人材追跡調査（Japan Doctoral Human Resource 
Profiling: JD-Pro）」を実施している。これまで、2012年度博士課程修了者（2012年コホート）1.5年後及び
2015 年度博士課程修了者（2015 年コホート）0.5 年後に調査を実施した。さらに 2012 年コホートに関して
は、1.5 年後の調査の回答者に対して、3.5 年後のキャリアの状況を調査するパイロット調査を実施してい
る。 







今年度は 2019年 2月に連絡先を確認できた 2012年コホート及び 2015年コホートの回答者を対象に、
前者には修了後 6.5 年後、後者には 3.5 年後の調査を実施する。 
 
3. 進捗状況 
 2012 年コホート 6.5年後及び 2015 年コホート 3.5年後の調査を 11月に実施し、2012 年コホー
ト有効回答率 67.3％、2015 年コホート有効回答率 48.4％を得た。2012 年コホート母集団となる
博士課程修了者を推計するためのキャリブレーション推計法によるウェイト作成した。2020 年度












































 2019 年度は、上記 1-5 までを実施した。具体的には、全国の大学・公的研究機関等 1180 機関
に、入力チェックシステム機能を付加した調査票を 12月に配布。1月末を締め切りとして、調査
を実施。統廃合 4 機関を除く 1176 機関すべてから回答を得ている（回答率 100％）。データのク



































2. 学術研究懇談会（RU18） にたいして、人材政策課から調査依頼 































な人材政策の展開を可能にする EBPM に活用できる基礎資料となることを目指す。 
 
2.研究計画の概要 
学校基本調査のデータの内、平成元年度から平成 30 年度までの 30 年分のデータを基に時系列
データを構成し、様々な指標の 30 年間の動向を観察した。 
 
3. 進捗状況 







[1] 椿光之助「理系分野の博士人材の多様化の計測 ―平成元年度～30 年度学校基本調査データ































2016 年 3 月に超スマート社会（Society 5.0）に関する調査を行った[1]。今回の 2019 年 3 月の












イノベーション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.26, 東京) 
[2] 角田英之・細坪護挙・岡本拓也「革新的技術・イノベーションの社会受容性に関する意識調





































































































[1] 荒木寛幸「EBPMのための研究プログラムの分析（科研費を事例として） －Advanced Research 
Analysis in Keen-Keywords Investigation－」文部科学省科学技術・学術政策研究所 
(NISTEP) STI Horizon, Vol.6, No.1 （2020.3） 
[2] 荒木寛幸「大学における地域産学連携現況（2018）」文部科学省科学技術・学術政策研究所 

























































「日米の特許データと論文データを用いた Mapping Patents 














































[1] Ayano Fujiwara, Who is Generating New Innovations? :An Analysis of Blockchain Engineers, 
ICIM2020, Imperial College London, (2020.3) 
[2] 藤原綾乃「データ分析で見るアカデミア人材の多様化の現状と課題」奈良先端科学技術大学
院大学,(2019.10.4) 
[3] 藤原綾乃「データ分析でみる Gender Equality 2.0への日本の課題」公開シンポジウム「Gender 








































 昨年度の検討を踏まえ、分野横断・融合のポテンシャルの高い 8 領域、及び、特定分野に軸
足を置く 8 領域を特定、デルファイ調査結果を用いて領域ごとの詳細分析を実施、報告書に
取りまとめた。 







[1] 重茂浩美・蒲生秀典・小柴等「第 11 回科学技術予測調査 未来につなぐクローズアップ科学
技術領域― AI 関連技術とエキスパートジャッジの組み合わせによる抽出の試み
―」,DISCUSSION PAPER No.172(2019.7) 
[2] 科学技術予測センター「第 11 回科学技術予測調査 総合報告書」,NISTEP REPORT No.183 
(2019.11) 








[4] 科学技術予測センター「第 11 回科学技術予測調査 科学技術の発展による 2040 年の社会－
基本シナリオの検討－」,調査資料-291（2020.6予定） 
[5] 科学技術予測センター「第 11 回科学技術予測調査 デルファイ調査」,調査資料-292（2020.6
予定） 
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握」,DISCUSSION PAPER No.183（2020.6予定） 
＜論文等＞ 
[1] 赤池伸一「科学技術政策の歴史と今後の課題－次期科学技術基本計画の策定に向けて」,情報
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動を行った。また、G7 科学技術大臣会合のオープンサイエンス WG のワークショップにおい
ては、日本のオープンサイエンス政策を G7各国に紹介した。 
(2) 委託調査として、研究データの利活用の事例調査を行った。現在分析取りまとめ中である。 
(3) Japan Open Science Summit2019 のコアメンバーとしてオープンサイエンスに関する包括イ
ベントを開催し、一般セッション企画運営や、ラップアップセッション取り回しを務めた。 
(4) オープンサイエンスと研究データの利活用に関する NISTEPフォーサイトセミナーを 2回開催
した。 





























[5] 〔依頼〕HAYASHI, Kazuhiro. ”Current Open Science Policy in Japan, Brief Introduction 
of Integrated Innovation Strategy and its implementation”. G7 科学技術大臣会合オー
プンサイエンス WGワークショップ（2019.6.18,パリ） 
[6] 〔依頼〕 HAYASHI, Kazuhiro. “ Future Public Platform to Create Scenarios with 




会大会シンポジウム 9（2019.9.22, 熊本） 
[9] 〔依頼・招待〕HAYASHI, Kazuhiro. “Open Science and its Policy to Transform Scholarly 
Publishing and Communication”. The Digital Transformation -Implications for the Social 












化人材育成ワークショップ（第 1回）（2019.10.17, 東京（オンライン登壇）） 
[15] 〔依頼〕林和弘「オープンサイエンス政策の背景・狙いと各ステークホルダーの展望」,
東京学芸大学オープンサイエンス研修会（2019.10.30,東京） 
[16] 〔依頼・招待〕HAYASHI, Kazuhiro. “G7 Open Science WG from Japan’s perspective”, 
















図書館協会中国四国地区協会・JPCOARワークショップ「『OA + x = OS 』～とにかくオープン
アクセス・オープンサイエンス～」（2020.2.13,岡山） 




[24] [依頼] 林和弘「オープンサイエンスの潮流と政策」,第 420 回生存圏シンポジウム生存圏
データベース全国共同利用研究成果報告会モノのデータベースから電子データベースまで—さ
まざまな学術データの新しい共同利用に向けて—（2020.2.18,京都） 





の分析と Plan Sの影響の予察」,研究・イノベーション学会 第 34回年次学術大会(2019.10.27,
東京) 
[28] HAYASHI, Kazuhiro. The perspective of Open Science with consideration of the gap 
between the Integrated Innovation Strategy and the current state of scholarly 
communication.” Open Science in Action: Research Data Sharing, Infrastructure, 
Transparency, and International Cooperation. JpGU Meeting 2019 (2019.5.26,幕張) 
[29] [招待]林和弘「学術論文を中心とした学術情報流通のゲームチェンジと学会及びピアレビ





































(2) 日本アルコール・アディクション医学会を対象とした Webアンケートの実施 
同医学会の評議員 180 名を対象に、上記 50の科学技術トピックの実現に向けた事業実施体制に






























調査研究プロセスは次の I～IVの 4段階で行う: I. 調査の基本設計の検討、II. 因果連関モデ
ルの作成、III. AIを活用したシミュレーションの実施、IV. 結果の分析である。「IV. 結果の分













予測調査の 702 の科学技術予測トピック」、社会経済的な要素の補強として「第 11 回科学技術予





[1] 伊藤裕子ほか「政策提言 AI の可能性と課題：エビデンスに基づく政策立案に関する創造的方










































ィ 7)、都市(土地利用と保全 11、都市と環境 9、建設システム 12)、環境(3R28、水 12、温暖化 7)、
ICT(ネットワークインフラ 11、工業、ビジネスとマネージメント応用 10、社会実装 10)、材料(イ


















[1] 浦島邦子、「サーキュラーエコノミーの動向と 2050年のビジョン」、STI Horiozon Vol.5 No.1 
(2019) 
＜発表・講演等＞ 
[1] Urashima Kuniko, Masayuki kawaoka, Perspective of future in environmental engineering 
by Foresight survey, IWEE2019, Okinawa 
[2] Mayumi Kawase, Kuniko Urashima, The Effect of Design Thinking Method in Environmental 
Engineering, IWEE2019, Okinawa 
[3] Tetsunori Haraguchi, Kuniko Urashima, Yuka Kamitani, Round Table on the Purpose of 
Autonomous Driving, IWEE2019, Okinawa 
[4] Kuniko URASHIMA, The 11th S&T Foresight Survey - contribution to the S&T Basic Plan,  
HSE annual meeting, April 2019 
[5] Kuniko URASHIMA, Overview of The 11th Delphi Survey, HSE Foresight annual meeting, 
November 2019 
[6] Kuniko URASHIMA, Foresight in Japan, NXPO, Thailand, March 2020 



























表（蒲生秀典,2019年 7月 9日公開） 
＜STI Horizon誌掲載＞ 
 科学技術や社会の新しい動きに関し、STI Horizon誌に以下の記事を掲載した。 
・新しい育種技術（NBTs）であるゲノム編集技術の社会への適用の動向（伊藤裕子,STI Horizon 
vol.5 No.2,2019 年 6月 25 日公開） 
・新しい創薬モダリティとしての核酸医薬の動向（伊藤裕子,STI Horizon vol.5. No.4,2019
年 12月 20日公開） 
・MedRxiv, ChemRxiv にみるプレプリントファーストへの変化の兆しとオープンサイエンス


























































































○2019年夏号(2019 vol.5 No.2) 
［特別インタビュー］ 
・ 株式会社三菱ケミカルホールディングス 取締役会長 小林喜光氏インタビュー 
社会課題に取り組む産業界の科学技術イノベーションの潮流と新しい時代を担う基礎研
究・人材育成について 
－心・技・体を鍛える、本当の企業経営と国家価値のとらえ方－ (河岡将行・他 2名) 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ VLP Therapeutics  CEO 赤畑 渉氏インタビュー 
－感染能を有しないウイルス様粒子（VLP）を用いた基盤技術に基づく創薬ベンチャーを
米国で創業し、ワクチンを開発－(重茂浩美・他 2名) 
・ 国立研究開発法人海洋研究開発機構 超先鋭研究開発部門 高知コア研究所 地球微生物研
















・ 全米科学振興協会（The American Association for the Advancement of Science ;AAAS）





○2019年秋号(2019 vol.5 No.3) 
［特別インタビュー］ 
・ 科学技術・学術審議会総合政策特別委員会主査／科学技術振興機構 濵口 道成 理事長イ
ンタビュー 
－科学技術システムの変革と新たな価値の創造－（横尾淑子・他 2 名） 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 









・ 基本シナリオ－科学技術の発展により目指す社会の姿－ (黒木優太郎・河岡将行) 
・ 量子科学技術の最近の動向と将来展望－第 11 回科学技術予測調査から－（蒲生秀典） 
 
○2019年冬号(2019 vol.5 No.4) 
［特別インタビュー］ 
・ 政策研究大学院大学 科学技術イノベーション政策研究センター（SciREX センター）顧
問 黒田 昌裕氏インタビュー 科学技術イノベーション政策の未来への期待－歴史認識
と EBPM による検証の必要性－（黒木優太郎・他 2 名） 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 東北大学東北アジア研究センター学術研究員／日本学術振興会 特別研究員 大野 ゆか
り氏インタビュー －市民参加型調査「花まるマルハナバチ国勢調査」を立ち上げ、マル
ハナバチの全国分布データを作成－（林和弘・他 1 名） 
・ 早稲田大学 理工学術院 Edgar Simo-Serra 専任講師インタビュー 
－日本の陶芸を愛する若きＡＩ研究者のチャレンジ－（蒲生秀典・他 1 名） 
［ほらいずん］ 
・ デルファイ調査の概要 －科学技術発展の中長期展望－(横尾淑子) 
・ 新しい創薬モダリティとしての核酸医薬の動向(伊藤裕子) 
 
○2020 年春号(2020 vol.6 No.1) 
［特別インタビュー］ 
・ 国立研究開発法人物質・材料研究機構 理事長／総合科学技術・イノベーション会議 議員 
橋本 和仁 氏 インタビュー －マテリアルズ・インフォマティクスがリードする材料研
究・開発、そして NIMS の戦略－（蒲生秀典・林和弘・他 1 名） 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 東京大学大学院 総合文化研究科先進科学研究機構 加藤英明 准教授インタビュー  
－創薬標的として重要な膜タンパク質等を視る・識る・創る研究の国内外への展開及び有






・ 京都大学大学院 人間・環境学研究科 相関環境学専攻 上田純平助教インタビュー 
－蛍光体の消光プロセスの解明と新規蓄光材料の開発－（蒲生秀典・他 1 名） 
［ほらいずん］ 




・ MedRxiv, ChemRxiv にみるプレプリントファーストへの変化の兆しとオープンサイエンス
時代の研究論文(林和弘) 
・ 「ナイスステップな研究者」の新たなステップ イェール大学経済学部 伊神 満 准教授 
インタビュー(林和弘・他 1名) 
［レポート］ 
・ 研究データの公開と論文のオープンアクセスに関する実態調査 2018 





































「科学技術指標 2019」は 2019年 8月に発表し、HTML版のうち統計集は報告書と同時に、HTML
版本文及び英語版(概要版)は同年 10月に発表した。 
発表後は、「総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会（9/5）」、「科学技術・学術
審議会 研究計画・評価分科会ライフサイエンス委員会 基礎・横断研究戦略作業部会（第 1回）
（10/3）」、「第 75回科学技術・学術審議会学術分科会（10/8）」、「GRIPS学術プロジェクト（10/9）」
等において結果を紹介した。 













[2] Research Unit for Science and Technology Analysis and Indicators “Digest of Japanese 








[1] 科学技術・学術基盤調査研究室「科学技術指標 2019」HTML版(2019.10) 
















































ータベースの構築・整備を行い、「科学技術指標 2019(第 4 章)」に向け、科学計量学的視点
からのデータを分析し、提示した。 
 
(3) 科学研究のベンチマーキング 2019【村上・伊神】 
論文分析でみる日本及び主要国の研究活動の変化を把握するため、科学研究のベンチマー

















































報告書は 2020年 4月に公表予定である。 
 
(5) 社会科学系論文の分析【白川・村上・伊神】 



























ベーション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.27, 東京) 
[2] 松本久仁子,伊神正貫「我が国のサイエンスリンケージ（科学が技術の創出に与えている影響）
の特徴に関する分析」研究・イノベーション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.27, 東京) 
[3] 村上昭義,伊神正貫「国際連合による地理区分でみる地域ごとの研究活動の特徴」研究・イノ
ベーション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.27, 東京) 
[4] MURAKAMI Akiyoshi「 Toward integrated analyses of research funding and outputs: 
NISTEP’s role in the introduction of standardized grant number in Japan」The 14th 




















2019 年度は、第 5 期科学技術基本計画期間中の 5 年間にわたって実施する第 3 期 NISTEP 定点










会学術分科会（第 74回）、中央教育審議会 大学分科会大学院部会（第 93回）、科学技術・学術審
議会 基礎研究振興部会（第 3回）等で NISTEP定点調査 2018の結果を発表した。 
また、定点調査で得られた結果について、定点調査委員会、定点調査の調査対象者、行政部局関係
者、研究者等により議論を行う、NISTEP 定点調査ワークショップ 2019 を 2019 年 7 月 29 日に開催し




2019年度調査である NISTEP定点調査 2019の実施準備を 2019年 4月～9月にかけて進めた。具
体的には、委託業者の決定、深掘調査の検討、調査対象者リストの更新、ウェブアンケート実施
の準備である。NISTEP定点調査 2019のウェブアンケートは、2019年 9月 13日～12月 27日に実
施した。回答率は 90.6％であった。アンケート結果の集計・分析を 2020年 1月～2月に行い、報
告書案を作成した。2020 年 2 月 28 日に第 3 期定点調査委員会(第 5 回)を開催し、報告書案につ
いて議論を行った。 





[1] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2018)
報告書」NISTEP REPORT №179.(2019.4) 
[2] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2018)





















の特徴」RA協議会, RA協議会第 5回年次大会(2019.9.3, 東京) 
[2] 伊神正貫・村上昭義「第一線級の研究者や有識者は日本の科学技術の何に課題があると考え
ているのか：NISTEP定点調査の回答動向の背景要因についての試行的な分析」研究・イノベー
ション学会, 第 34回年次学術大会(2019.10.27, 東京) 
[3] 村上昭義・伊神正貫「NISTEP 定点調査ワークショップ 2019 の結果報告：大学等における研


























(1) Web of Science Core Collection (WoSCC)及び Scopusデータベースの機関名寄せ 
いずれも 2019 年 4～5 月に実施した。WoSCC、Scopus とも、1998～2018 年の全機関データの
同定を行った。この作業は今後も毎年 4～5月に行う予定である。 
(2) 辞書類のデータ更新 
① 機関 Web ページ用の調査による更新 
大学(短大、高専、大学共同利用機関を含む)、学校法人については 2019年 10月に、国の機










































[1] NISTEP大学・公的機関名辞書 ver.2019.1 (2019.7)：更新 
[2] 大学・公的機関名英語表記ゆれテーブル ver.2019.1 (2019.7) ：更新 
[2] Scopus-NISTEP大学・公的機関名辞書対応テーブル ver.2018.1.1 (2019.12)：更新 
[3] WoSCC-NISTEP大学・公的機関名辞書対応テーブル ver.2017.1.2 (2019.12)：更新 





































施した。2019 年 9 月から 11 月半ばにかけて調査準備を行い、2019 年 11 月 18 日より調査を開始

















2019 年 11 月 7 日(第 3 回)と 2020 年 3 月 25 日(第 4 回)に研究室パネル調査検討会を開催し、
調査設計についての議論を行った。 


































STI Horizon 2019夏号発行に当たって 















国立研究開発法人海洋研究開発機構 超先鋭研究開発部門 高知コア 






科学技術予測センター 研究官 黒木 優太郎、主任研究官 伊藤 裕
子、センター長 横尾 淑子 
 
新しい育種技術（NBTs）であるゲノム編集技術の社会への適用の動向 





非営利組織 Results for America － 








（The American Association for the Advancement of Science ; 
AAAS）年次大会 2019 の報告 
－90分シンポジウム「国際的な科学協力 新しい潮流」の開催－ 
科学技術予測センター 客員研究官 
理化学研究所（理研） 横浜事業所 所長 齋藤 尚樹 
企画課 国際研究協力官 大場 豪 
科学技術予測センター 研究官 黒木 優太郎 
 
Synthesizer人材育成の重要性 
－AAAS 2019 Annual Meeting におけるセッションより－ 




文部科学省 大臣官房文教施設企画・防災部計画課整備計画室長 深堀 
直人 








STI Horizon 2019秋号発行に当たって 


























科学技術予測センター センター長 横尾 淑子 




科学技術予測センター 特別研究員 蒲生 秀典 
第 2調査研究グループ 上席研究官 小柴 等 
科学技術予測センター 上席研究官 重茂 浩美 
 
基本シナリオ－科学技術の発展により目指す社会の姿－ 
科学技術予測センター研究官 黒木 優太郎、特別研究員 河岡 将行 
 
量子科学技術の最近の動向と将来展望－第 11回科学技術予測調査から－ 





















STI Horizon 2019冬号発行に当たって 

























科学技術予測センター センター長 横尾 淑子 
 
新しい創薬モダリティとしての核酸医薬の動向 















STI Horizon 2020春号発行に当たって 





イノベーション会議 議員 橋本 和仁 氏 インタビュー 
－マテリアルズ・インフォマティクスがリードする材料研究・開発、そし
て NIMS の戦略－ 
 
ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流 


























科学技術予測センター 上席研究官 林 和弘 
 
「ナイスステップな研究者」の新たなステップ 
イェール大学経済学部 伊神 満 准教授 インタビュー 
第 1研究グループ 研究員 池田 雄哉 





科学技術予測センター 客員研究官・文教大学 専任講師 池内 有為 
科学技術予測センター 上席研究官 林 和弘 
 
EBPMのための研究プログラムの分析（科研費を事例として） 
－ Advanced Research Analysis in Keen-Keywords Investigation － 














第 11回政策研究レビューセミナー  













約 3,000 名の研究者・有識者はどう認識しているのか 












富澤 宏之 第２研究グループ 総括主任研究官 
17:05 
 
第 11回科学技術予測調査：S&T Foresight 2019 













 https://www.nistep.go.jp/activities/outreach-activities  
 





査 （NISTEP定点調査 2018）、 
定点調査 2018における指数・変化一
覧 
2019.05.16 科学技術・学術審議会 人材委員会（第 85回） 
科学技術の状況に係る総合的意識調






















査 （NISTEP定点調査 2018）、 
博士人材データベース(JGRAD)の取
組について 
2019.06.14 科学技術・学術審議会 情報委員会（第１回） 第 11回科学技術予測調査 
2019.06.24 
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科





























































































(1) ナイスステップな研究者 2019の選定(2019.12.6公表) 
令和元年の選定においては、NISTEP の日頃の調査研究活動で得られる情報や、専門家ネットワ
ーク（約 2,000 人）への調査で得た情報により、最近の活躍が注目される研究者約 640 名の候補
者を特定した。選定においては、研究実績に加えて、新興・融合領域を含めた最先端・画期的な
研究内容、産学連携・イノベーション、国際的な研究活動の展開等の観点から、所内審査会の議
論を経て最終的に 10 名を選定した。 
「ナイスステップな研究者 2019」には、今後活躍が期待される 30 代～40 代の若手研究者（平































学長尾徹教授の下でデザイン科学の研究で 2019 年３月に博士号を取得されました。 























































































































川上英良(かわかみ えいりょう)(37) 千葉大学大学院 医学研究院 人工知能（AI）医学 教授/ 
















































世界の人口は爆発的な増加を続けており、国連の推計によると 2050 年には、97 億人にまで膨









































































しょう）の拡大と眼球のつぶれが見られることが、2011 年に報告されています。また 2017 年に
は、宇宙飛行が長期滞在になればなるほど、脳が頭頂部に移動したままで帰還後も元には戻らな























楊井伸浩(やない のぶひろ)(35) 九州大学 大学院工学研究院 応用化学部門 准教授/国立研究














































































2019 年 5 月 24 日 講演会「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2018 からのメッセー
ジ～」（第 1回） 
 
・坂井 南美 氏『生まれたての星の周りにできる原始星円盤の誕生過程を解明：惑星系の起源』  
・千葉 俊介 氏『新しい化学反応性の探求に基づく有機合成反応の開発』  
・井上 茂義 氏『低配位有機ケイ素化合物の合成および応用展開』  
・鈴木 志野 氏『地球深部の厳しい環境に住む謎の微生物の発見』 
 
 
2019 年 6 月 26 日 講演会「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2018 からのメッセー
ジ～」（第 2回） 
 



















(3) ナイスステップな研究者 2018パネル展示 
科学技術週間にあわせて、2018年に選定した研究者のパネルを展示した。 
展示期間：2019年 4月 15 日(月)～21日(日)  








(1) 第 14回日中韓科学技術政策セミナー 











The 14thTrilateral Science and Technology Policy Seminar 
Songdo, Republic of Korea | November 13-14, 2019 
Hosted by Science and Technology Policy Institute (STEPI) 
 
Session 1. Reviews of Research Activities in Each Institute│ Chaired by CASISD 
Discuss the research activities and progresses of each institute. 
Date Time Institute Presentation Title Presenter 
Nov. 5 
(Thur.) 
9:40-9:55 CASISD Research Highlights of CASISD PAN Jiaofeng 
9:55-10:10 CASTED 2020 Research Highlights of CASTED HU Zhijian 




10:25-10:40 STEPI 2020 Research Highlights CHO Hwang Hee 
10:40-10:55 KISTEP 2020 KISTEP's Research Highlights KIM Sang-seon  
10:55-11:10 Q&A 
 
Session 2. Innovation Development Policy and Management│ Chaired by CASTED 
Discuss the representative work includes national (regional) innovation development 
performance evaluation, measurement of manufacturing innovation capacity, innovation 
development policy and planning, technology foresight and policy selection. 
Date Time Institute Presentation Title Presenter 
Nov. 5 
(Thur.) 
11:10-11:25 CASISD Key issues on transition from 
innovation policy to innovation 
development policy 
MU Rongping 
11:25-11:40 CASTED The Characteristics of Evolution of 
China’s national innovation system and 
New Trends of STI Policy in Digital Era 
KANK Qi 
11:40-11:55 NISTEP Innovation activity of SMEs and STI 
policy in Japan: in relation to the 
latest amendment of the STI Basic Act 
YAMAGUCHI Akira 





Landing Strategies for an S&T Policy 
Paradigm Shift from NIS to RIS 
12:10-12:25 KISTEP Modeling Socio-Economic System for 




Session 3. Green Stimulus towards Inclusive Growth│ Chaired by KISTEP 
Discuss and share the green stimulus policies and technologies in the process of economic 
transformation in various countries, and the role of green policies and technologies in 
inclusive growth. 
Date Time Institute Presentation Title Presenter 
Nov. 5 
(Thur.) 
14:30-14:45 CASISD Policies and Actions for the Green 
Recovery of China 
GU baihe 
14:45-15:00 CASTED Current status of China's green 
innovation development 
GUO Tengda 
15:00-15:15 NISTEP Foresight survey into technology to 
contribute for CO2 emission reduction 
URASHIMA Kuniko 
15:15-15:30 STEPI The Green New Deal: Turning Challenges 
into Opportunities 
PARK Dong Un 
15:30-15:45 KISTEP Green New Deals Initiative and R&D 





Session 4. New Drivers of Economic Growth│ Chaired by STEPI 
Discuss the recent policies and practices on new drivers of economic growth since the 
COVID-19 outbreak.  
Date Time Institute Presentation Title Presenter 
Nov. 5 
(Thur.) 
16:00-16:15 CASISD Measurement and Analysis of New 
Drivers of Chinese Economic Growth 
LIU Mingxi 
16:15-16:30 CASTED "New Infrastructure" Injects New 
Power of Digitalization into 
Industrial Development 
LIU Ru 
16:30-16:45 NISTEP Research Trends on COVID-19 and 
Situation of AI and IoT R&D 
Activities in Business Firms 
YAGUCHI Masae & 
KOSHIBA Hitoshi 
16:45-17:00 STEPI Innovation Ecosystem Changes and 
Growth Due to the Acceleration of 
Digital Transformation 











Session 5. New Trends of S&T Foresight and its Development│ Chaired by NISTEP 
Discuss the recent activities of technology foresight conducted by each institute, and its 
impacts on the national STI policy as well as the methodologies of technology foresight. 
Date Time Institute Presentation Title Presenter 
Nov. 6 
(Fri.) 
9:30-9:45 CASISD An Integreted Technology Foresight 
Process toward Development Vision and 
Challenges 
CHEN Kaihua 
9:45-10:00 CASTED The Practices of China's Sixth National 
Technology Foresight 
LI Xiuquan 
10:00-10:15 NISTEP "S&T Foresight 2019" in Japan and its 
Development 
KUROGI Yutaro 
10:15-10:30 STEPI Visioning Futures and Combining Big Data 
and Qualitative Approach: What People 
Want After COVID-19 
YOON Jungsub 





Session 6. S&T Cooperation in the Post-COVID-19 Era│ Chaired by CASISD 
Discuss how to play the role of S&T diplomacy and carry out international S&T cooperation 
activities and in the post-COVID-19 era. 
Date Time Institute Presentation Title Presenter 
Nov. 6 
(Fri.) 
11:00-11:10 CASISD Impact of New Changes Caused by the 





CASTED The Trend of Trilateral S&T Cooperation 




NISTEP International co-authorship of the 
COVID-19 papers: 
analysis using bibliometric data 
available at the end of April 2020 
MATSUMOTO 
Kuniko 
11:30-11:40 STEPI A Thought on STI Cooperation in Response 
to Pandemic 
PARK Hwanil 
11:40-11:50 KISTEP The Directions and Strategies of 














1.全米科学財団(NSF)＜アメリカ＞                  (1989. 1. 5-) 
2.マサチューセッツ工科大学(MIT)＜アメリカ＞                    (1989. 6. 8-) 
3.フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所(ISI)＜ドイツ＞ (1990. 2. 5-) 




(1994. 1. 1-) 
7.中国科学技術発展戦略研究院(CASTED) ＜中国＞                       (1994. 1.18-) 
(旧科学技術部科学技術促進発展研究中心)               
8.フランス高等教育・研究・イノベーション省イノベーション総局＜フランス＞(1994. 5.20-) 
(旧研究技術総局)                                             
9.ジョージア工科大学(Georgia Tech) 公共政策スクール＜アメリカ＞        (1999. 7. 1-) 
10.ノースカロライナ大学(UNC)チャペルヒル校＜アメリカ＞                 (2000. 9. 1-) 
11.韓国科学技術企画評価院(KISTEP)＜韓国＞                             (2004.12. 9-) 
12.中国科学院科技戦略咨問研究院 (CASISD) ＜中国＞                    (2005. 6.28-) 
 (旧中国科学院科技政策与管理研究所)                              
13.エジプト科学研究技術アカデミー(ASRT)＜エジプト＞               (2013. 7.14-) 
14.トルコ科学技術研究会議(TUBITAC)＜トルコ＞               (2014. 1. 2-) 
15.ロシア国立高等経済学院(HSE)＜ロシア＞                   (2014. 2.13-) 
16.Business Finland＜フィンランド＞                    (2017. 7. 1-) 









役 職  




















HSE Foresight Seminar 出席 

















第 1 研究  
グループ 









第 1研究  
グループ 
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(フランス) 











































ソウル    
（韓国） 
Worlds@2050: Policy-Making 









ベルリン     
(ドイツ) 
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役 職  





































































































台北    
（台湾） 


















































役 職  






































































伊地知寛博   
客員総括  
主任研究官 
第 1 研究  
グループ 









第 1研究  
グループ 






















第 2研究  
グループ 














Conference on Industrial 









































役 職  





































































































2019/5/29 Shelly Stall アメリカ地球物理学連合/デー
タプログラムディレクター 
米国 講演会 





















David Cheney Technology Policy 
International 
2019/7/9 柴山 創太郎 ルンド大学 上級講師 スウェー
デン 
研究交流 
2019/7/11 Lee Min-Hyung 科学技術政策研究院(STEPI)・シ
ニア・リサーチ・フェロー 
韓国 意見交換 
Lee Myong –hwa 科学技術政策研究院(STEPI)・リ
サーチ・フェロー 





Imran Arshad Policy Horisons 
Canada/Director, Outreach 
2019/8/7 柴山 創太郎 ルンド大学 上級講師 スウェー
デン 
研究交流 
















Office of Industrial 




Office of Industrial 




Office of Industrial 




Office of Industrial 




Office of Industrial 




Office of Industrial 











2019/8/29 Custer C. 
Deocaris 
フィリピン政府 Commission on 























Turkki Teppo フィンランド大使館 







来庁日 訪問者名 所属・職名 国名 備考 
2019/12/3 Surachai 
Sathitkunarat 
Office of National Higher 
Education Science Research and 





Office of National Higher 
Education Science Research and 








































(Shao Jinwen)  












来庁日 訪問者名 所属・職名 国名 備考 
2019/12/9 李 彬 
(Li Bin) 






伊神 満 イェール大学 経済学部 米国 意見交換 
2019/12/16 柴山 創太郎 ルンド大学 上級講師 スウェー
デン 
研究交流 
2019/12/20 柴山 創太郎 ルンド大学 上級講師 スウェー
デン 
研究交流 
2019/12/26 柴山 創太郎 ルンド大学 上級講師 スウェー
デン 
研究交流 































 ・(一財)新技術振興渡辺記念会 科学技術振興課題審査委員会委員(2018.1-) 
 ・京都大学 経済研究所 特命教授(2019.10-) 
 
坪井 裕(所長) 
 ・京都大学 経済研究所 特命教授(2019.4-) 
 
角田 英之(総務研究官) 





 ・科学技術振興機構 研究開発戦略センター 特任フェロー(2019.4-) 
 ・千葉大学 非常勤講師(2019.5-) 
 ・政策研究大学院大学プログラム・コンサルタント(2018.4-) 
 ・横浜市立大学 非常勤講師(2019.5-) 
 
第 2研究グループ 
 矢口 雅江(研究員) 














・大学共同利用機関法人 人間文化研究機構 総合地球環境学研究所 共同研究員(2019.4-) 
 
 白川 展之(主任研究官) 
  ・(公財)未来工学研究所 連携研究員(2019.4-) 







開始年度 研究者 研究種目 課題名 
2015年度 梅川 通久 基盤研究(C) 
人口密度のポテンシャル分布に着目した東南アジ
ア大陸部における地理的諸現象の分析 
2016年度 浦島 邦子 基盤研究(C) 
イノベーションに資する工学部におけるリベラル
アーツ教育に関する研究 
2016年度 藤原 綾乃 挑戦的萌芽研究 
人材流出を介した技術流出の経済的影響に関する
実証分析 
2016年度 木村めぐみ 若手研究(A) 
表現する組織：イノベーションの実現における芸
術・人文学的知識の役割についての研究 
2017年度 新村 和久 若手研究(B) 
研究開発型大学発ベンチャーの成功要因、及び施
策効果の分析 
2019年度 藤原 綾乃 若手研究 
大学評価への計量書誌指標の導入のもたらす社会
科学研究への逆機能性に関する研究 




開始年度 研究者 研究種目 課題名 
2016年度 梅川 通久 基盤研究(A) 
日本における「生きる供養」「何でも供養」の連
環的研究基盤の構築 
2018年度 赤池 伸一 基盤研究(B) 
マクロ経済学における異質性と相互作用：ベキ乗
則とネットワーク理論の視角 





2019年度 富澤 宏之 基盤研究(C) 
研究力が低成長・縮減する時代における科学技術
政策の在り方の 
2019年度 池田 雄哉 基盤研究(B) 
博士号保持者の知識活用への課題：組織・人的資
本管理の視点に基づく 















1．日 時  2020 年 3月 24 日(火)15：30～17：30 
2．場 所  文部科学省科学技術・学術政策研究所 大会議室 
3．議 題  「科学技術・学術政策研究所の主要な取組について」 
 
顧問（出席者を※で示す） 
小林 喜光    ※  株式会社 三菱ケミカルホールディングス 取締役会長 
里見 進     ※  独立行政法人 日本学術振興会 理事長 
須藤 亮     ※  (株) 東芝特別嘱託 
田中 明彦       国立大学法人 政策研究大学院 大学長 
辻 篤子      ※   国立大学法人 名古屋大学国際機構 国際連携企画センター  
特任教授 
向井 千秋    ※  東京理科大学 特任副学長 
室伏 きみ子      お茶の水女子大学 学長 
矢野 誠        (独) 経済産業研究所 所長/京都大学 経済研究所 特任教授 
アドバイザー 
LENNART STENBERG ※    SENIOR ADVISOR FOR INTERNATIONAL COOPERATION AND ANALYSIS  







2019. 4.12 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2018）［NISTEP REPORT 
No.179, 180］ 
2019. 5.30 民間企業の研究活動に関する調査報告 2018［NISTEP REPORT No.181］ 
2019. 8. 9 「科学技術指標 2019（調査資料-283）」及び「科学研究のベンチマーキング 2019
（調査資料-284）」 
2019. 8.23 全国イノベーション調査 2018年調査統計報告[NISTEP REPORT No.182] 
2019.11. 1 第 11 回科学技術予測調査 S&T Foresight 2019 総合報告書［NISTEP REPORT 
No.183］ 
2019.12. 6 科学技術への顕著な貢献 2019（ナイスステップな研究者）の選定 
2020. 1.31 民間企業の研究活動に関する調査 2019（速報） 
2020. 3.26 研究論文に着目した日英独の大学ベンチマーキング 2019[調査資料-288] 
 
 (2) NISTEPメールニュース(12報) 
第 108 号（2019年 4月 19 日）から 119号（2020 年 3 月 27日）まで NISTEP の報告書やイベン
ト等の案内を約 1500 名のユーザーに配信した。 
 
(3)facebook 











年月日 号数 目次タイトル 頁 
平成 31年 4月 22日 
第 2543 号 
「日本の基礎研究状況悪化」科政研の定点調査で明らかに 34 
令和元年 5月 6・13
日 第 2545・46号 
ナイスステップな研究者講演会 66 
令和元年 8月 19・26
日 第 2560・61号 
科政研「科学技術指標２０１９」① 16 
令和元年 8月 19・26
日 第 2560・6１号 
科政研「科学研究のベンチマーキング２０１９」 18 
令和元年 9月 2日 
第 2562 号 
科政研「科学技術指標２０１９」② 15 
令和元年 11 月 11日 
第 2572 号 
科政研「科学技術予測調査」公表 10 
令和元年 11 月 11日 
第 2572 号 
科政研「ＮＩＳＴＥＰフォーサイトシンポジウム」 11 
令和元年 12 月 16日 
第 2577 号 
科政研セミナー 6 
令和元年 12 月 16日 
第 2577 号 
科政研 「ナイスステップな研究者」10名選定 7 
令和 2年 1月 20日 
第 2581 号 
「ナイスステップな研究者」９名が萩生田大臣表敬 8 
令和 2年 1月 20日 
第 2581 号 
科政研「ナイスステップな研究者」表彰 9 
令和 2年 2月 10日 
第 2584 号 
科政研「民間企業の研究活動に関する調査２０１９」（速報） 9 
令和 2年 3月 30日 











(8) 外部メディア掲載一覧  
１研：第１研究グループ ２研：第２研究グループ １調：第１調査研究グループ 
２調：第２調査研究グループ 予測センター：科学技術予測センター 基盤室：科学技術・学術基盤調査研究室 
NR:NISTEP REPORT  RM:調査資料  DP: DISCUSSION PAPER 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































科学技術指標 2019 RM283 基盤室 
2019/10/17 
米で学ぶ院生、わ





















































































































































































































































































































































































































































































































































































第 2調査研究グループ 2019.12 
No.174 













































































































エドガー シモセラ （EDGAR SIMO-SERRA）：早稲







































































































































クト評価 研究懇談会代表／NISTEP 第 2 調査研究
グループ 客員研究官） 
 
◇ 話題提供  
・15:35～ 東京大学の研究のリスクマネジメント
と米国の最新事情 

























 〇 閉会挨拶  
・17:40～17:45 閉会挨拶 
磯谷 桂介 




























NISTEP フォーサイトシンポジウム～第 6 期科学技術基本計画に向けて日本の未来像
を展望する～ 
 開会挨拶 科学技術・学術政策研究所長  
磯谷 桂介  




























































岸 輝雄   外務大臣科学技術顧問 
永井 良三  自治医科大学学長 
山本 佳世子 日刊工業新聞社論説委員兼 
編集委員 
上山 隆大  総合科学技術・イノベーション 
会議議員 
須藤 亮   産業競争力懇談会専務理事 
渡辺 美代子 日本学術会議副会長 
 
＜ファシリテータ＞ 






17：55～ 閉会挨拶 科学技術・学術政策研究所 
総務研究官 角田 英之  
R1.12.9 
第 12回政策研究レビューセミナー 
14:00～ 開会挨拶   















堀田 継匡 第２調査研究グループ 総括上席
研究官  
 
























富澤 宏之 第２研究グループ 総括主任研究
官  
 
17:05～  第 11 回科学技術予測調査： S&T 
FORESIGHT 2019  
横尾 淑子  科学技術予測センター長  
 
17:35～ 質疑  
 
17:50～ 閉会挨拶 









顧 問(五十音順)                         (2020.3.31時点)      
小林 喜光   株式会社 三菱ケミカルホールディングス 取締役会長 
里見 進   独立行政法人 日本学術振興会 理事長 
須藤 亮   株式会社 東芝 特別嘱託 
田中 明彦   政策研究大学院大学 学長 
辻 篤子   名古屋大学 名古屋大学国際機構 国際連携企画センター 特任教授 
向井 千秋   東京理科大学 特任副学長 
室伏 きみ子 国立大学法人 お茶の水女子大学 学長 
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No.103 イノベーションの測定に向けた基礎的研究 報告書 科学技術政策研究所 2007.03 






























































































































































































No.72 科学技術に関する意識調査－2001年 2～3月調査－ 第2調査研究グループ 2001.12 








No.69 日本の技術輸出の実態－平成 10年度－ 情報分析課 2001.03 



















第 1研究グループ 1999.06 





















No.58 日本の技術輸出の実態(平成 8年度) 情報分析課 1998.09 

















No.54 外国技術導入の動向分析(平成 7年度) 情報分析課 1998.01 

















第 1研究グループ 1997.03 
No.47 日本の技術輸出の実態－平成 6年度－ 第3調査研究グループ 1996.12 
No.46 外国技術導入の動向分析－平成 6年度－ 情報分析課 1996.12 








































No. タイトル 発表者・グループ 
公表 
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No.32 地球環境問題における企業対応の現状と評価 第4調査研究グループ 1994.03 
No.31 R&D 購買力平価の開発 第3調査研究グループ 1994.03 











































No.20 国立試験研究機関と基礎研究 第1調査研究グループ 1991.09 
No.19 体系科学技術指標 第 2研究グループ 1991.09 














No. タイトル 発表者・グループ 
公表 
年月 






No.12 大学の進学希望者の進路選択について 第1調査研究グループ 1990.08 
No.11 地域における科学技術振興に関する基礎調査 第4調査研究グループ 1990.08 
No.10 表彰制度からみた我が国の科学技術動向 第2調査研究グループ 1990.03 
No.9 特許出願からみた研究開発の動向 第 2研究グループ 1990.03 
No.8 我が国の主要企業における『基礎研究』について 第1調査研究グループ 1990.01 
No.7 自然科学系博士号取得の日米比較 第1調査研究グループ 1989.07 
No.6 科学技術連関モデルの理論的枠組 第 1研究グループ 1989.09 
No.5 共同研究における参加企業に関する調査研究 第3調査研究グループ 1989.08 





No.2 科学技術に対する社会の意識について 第2調査研究グループ 1989.06 
No.1 理工系学生の就職動向について 第1調査研究グループ 1989.06 
 
 
(2) POLICY STUDY 












第 2調査研究グループ 2009.04 
No.14 
Foresight for Our Future Society-Cooperative 






































第 3調査研究グループ 2004.03 
No.8 遺伝子科学技術の展開と法的諸問題 第 2調査研究グループ 2002.03 
No.7 アメリカのバイオエシックス・システム 第 2研究グループ 2001.02 













第 1研究グループ 1999.05 




第 2調査研究グループ 1999.05 
 
 
(3) 調査資料(Research Material) 

























































































































































































































































No.247 知的生産活動の集積傾向に関する分析報告 第１研究グループ 2016.03 






























































































第 3調査研究グループ 2014.08 
























































































第 1調査研究グループ 2012.08 













































第 1調査研究グループ 2012.03 




































































































第 2研究グループ 2010.12 





AAAS Symposium Mobilizing East Asian Science and 
Technology to Address Critical Global 



















































































































































第 1調査研究グループ 2008.08 




















第 1調査研究グループ 2008.01 
No.151 日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷 第 2研究グループ 2008.01 










成 18年度採択 8機関に対する調査 
















第 1研究グループ 2007.08 



















第 2調査研究グループ 2007.07 








No. タイトル 発表者・グループ 
公表 
年月 
No.139 国立大学法人等の財務状況 第 1調査研究グループ 2007.07 
No.138 
AAAS Symposium National Innovation Strategies 

















No.135 (欠番)   
No.134 (欠番)   












































No.125 韓国の地域科学技術政策の動向 第 3調査研究グループ 2006.03 
No.124 日中韓科学技術政策セミナー2006開催報告 第 3調査研究グループ 2006.03 














日米における 21 世紀のイノベーションシステム: 
変化の 10年間の教訓 国際シンポジウム報告書 国
際シンポジウム報告書 











第 2研究グループ 2005.11 




























第 3調査研究グループ 2004.12 















































第 1調査研究グループ 2003.12 
















No.97 我が国の科学雑誌に関する調査 第 2調査研究グループ 2003.05 













第 2研究グループ 2003.03 
















第 1研究グループ 2002.12 
No.89 ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析 第 2研究グループ 2002.11 










No. タイトル 発表者・グループ 
公表 
年月 
No.86 米国における公的研究開発の評価手法 第 2研究グループ 2002.05 
No.85 科学技術指標体系の比較と史的展開 第 1調査研究グループ 2002.03 
No.84 海外科学技術政策研究機関ハンドブック 企画課 2002.03 








第 2調査研究グループ  2001.12 









No.78 科学技術と NPOの関係についての調査 第 2調査研究グループ 2001.03 
No.77 
















The Comparative Study of Regional Innnovation 
Systems of Japan and China 









第 1調査研究グループ 2000.09 
No.71 
地域科学技術政策研究会(平成 12年 3月 14、15日)
報告書－地方公共団体における研究評価の手法と
あり方について－ 
















第 1研究グループ 2000.03 









地域科学技術政策研究会(平成 11年 3月 16、17日)
報告書 
第 3調査研究グループ 2000.01 
No.64 我が国の廃棄物処理の現状と課題 第 3調査研究グループ 1999.12 












第 1調査研究グループ 1999.03 
No.59 
Regionalization of Science and Technology in 
Japan : The Framework of Partnership between 
Central and Regional Governments 
第 3調査研究グループ 1999.08 






地域科学技術政策研究会(平成 10年 2月 24、25日) 
報告書－地域特性を生かした施策展開をどう進め
るか－ 







"Value for Money"と"Selectivity" 
第 2研究グループ 1998.05 
No.53 大学における新構想型学部に関する実態調査 第 1調査研究グループ 1998.04 
No.52 
地域科学技術政策の現場と課題－地域科学技術政
策研究会(平成 9年 3月 18 日、19日)報告書－ 




第 4調査研究グループ 1997.06 




第 2調査研究グループ 1997.05 
































第 1研究グループ 1996.08 











No.40 韓国の電子産業における対日依存と今後の課題 第 3調査研究グループ 1995.04 




第 2調査研究グループ 1994.06 




第 1研究グループ 1994.03 
No.35 日本における政府研究機関 第 1調査研究グループ 1993.10 
No.34 
Knowledge Creation in Japanese Organizations: 
Building the Dimensions of Competitive 
Advantage 




第 1研究グループ 1993.06 
No.32 
Goverment-Sponsored Collaborative Research to 
Promote Information Technology: Japan's 
Challenge to the West? 
第 1研究グループ 1993.03 
No.31 技術開発の多角化に関する計量分析 第 1研究グループ 1993.03 
No.30 
Industrial Growth, Regional Development and the 
Growing Importance of a Regionally Conscious 
Policy Formation for Japan 







No.28 工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較 第 1調査研究グループ 1993.03 
No.27 
Utilization of Purchasing Power Parities in an 
International Comparison of R&D Expenditures 
























第 1研究グループ 1992.09 
No.21 
Strategy for Improving Industrial Technological 
Bases 




第 2調査研究グループ 1992.02 
No.19 経験哲学から見た科学技術への取り組み 第 1研究グループ 1992.01 
No.18 
Research and Development Consortia and 
Cooperative Relatoonships in Japan's 
uperconductivity Industries 













第 2調査研究グループ 1991.09 
No.13 
Defending Basic Research in Japanese Companies 










第 2調査研究グループ 1991.03 
No.11 日本の基礎研究についての考察 張晶 特別研究員 1991.03 




第 4調査研究グループ 1991.03 
No.8 戦後日中発展状況比較研究 張晶 特別研究員 1991.01 
No.7 
Enhancing Future Competitiveness - The Japanese 















第 4調査研究グループ 1990.09 







No.3 大学教官学位取得状況調べ(中間報告) 第 2調査研究グループ 1989.12 
No.2 
Outline of Science and Technology activities in 
Japan 
第 3調査研究グループ 1989.03 
No.1 ユーレカ計画の概要 第 3調査研究グループ 1989.04 
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Microsoft academic graph の書誌情報データとし
ての評価 
第１研究グループ 2018.10 






















































































































































































































No.120 企業における研究者の多様性と特許出願行動 第 2研究グループ 2015.03 

















第 1研究グループ 2015.03 
No.115 産業集積と逆選択：多工場企業の実証分析 第 1研究グループ 2015.04 













第 1調査研究グループ 2014.12 
No.110 
国際学会に注目した萌芽的研究の発展過程分析 























第 3調査研究グループ 2014.06 









































How enterprise strategies are related to 
innovation and productivity change: An 
empirical study of Japanese manufacturing firms 












第 3調査研究グループ 2013.10 



















2003年(第 1回)および 2009年(第 2回)全国イノベ
ーション調査に基づく企業の海外活動とイノベー
ションに関する実証分析 



















































第 2研究グループ 2012.07 







































































第 3調査研究グループ 2010.10 
No.68 国際比較を通じた我が国のイノベーションの現状 第 1研究グループ 2010.09 
No.67 国立大学の特許出願の特徴に関する調査研究 第 3調査研究グループ 2010.09 
No.66 
大学における産学連携施策の影響の検討 Academic 
Entrepreneurship in Japanese Universities - 
Effects of University Interventions on 


















































Intra-plant Diffusion of New Technology:Role of 
Productivity in the Study of Steel Refining 



























第 2研究グループ 2008.11 
No.49 
University-Industry Links Personnel and 
Training in Japan:A Review of Survey Results(大
学産業は日本で人員とトレーニングをリンクしま
す; 調査結果のレビュー) 





第 2研究グループ 2008.09 
No.47 
Effects of User Innovation on Industry 
Growth:Evidence from Steel Refining Technology 
(ユーザ革新の業界の成長への効果;－鉄鋼精錬技
術からの証拠－) 








第 2調査研究グループ 2008.01 
No.44 
Moor's Law, Increasing Complexity and Limits of 








第 1研究グループ 2006.11 
No.42 
A Comparative Assessment of Training Courses for 
Knowledge Transfer Professionals in the United 
States, United Kingdom, and Japan 
第 2研究グループ 2006.11 
No.41 
University-Industry Collaboration Networks for 
the Creation of Innovation:A Comparative 
Analysis of the Development of Lead-Free Solders 




第 2研究グループ 2006.03 














第 2調査研究グループ  2005.02 








第 1研究グループ 2004.03 
No.35 
Running royalty and patent citations: the role 
of measurement cost in unilateral patent 
licensing(ロイヤリティ形成選択における派生技
術の計測費用) 
第 1研究グループ 2004.03 
No.34 
Joint ventures and the scope of knowledge 
transfer: Evidence from U.S. - Japan patent 
licenses(合弁事業を通じた知識移転) 
第 1研究グループ 2004.03 




第 1研究グループ 2003.11 
No.31 
Determinants of Overseas Laboratory Ownership 
by Japanese Multinationals(日本企業による海外
研究所保有の決定要因) 























第 1研究グループ 2002.11 
No.25 個人のイノベーションとライセンス 第 1研究グループ 2002.11 
No.24 研究開発における企業の境界と知的財産権制度 第 1研究グループ 2002.10 
No.23 
The Role of Overseas R&D Activities in 
Technological Knowledge Sourcing: An 




第 1研究グループ 2002.06 





















Transaction Costs and Capabilities as 
Determinants of the R&D Boundaries of the Firm: 
A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical 
Firms in Japan 









第 1研究グループ 2000.07 
No.16 
The Development of Research Related Start Up- A 
France-Japan Comparison - 








第 1研究グループ 2000.01 





第 1調査研究グループ 1999.08 





















第 1研究グループ 1998.03 


















(5) NISTEP NOTE(政策のための科学) 




























NISTEP データ・情報基盤ワークショップ(2015 年 2
月)～政策形成を支えるエビデンスの充実を目指し
て～(開催結果) 
第 2研究グループ 2016.03 
No.18 
「水とともにある未来」シナリオの検討―国際ワー
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